
 

 

熊本県チャレンジサポート中小企業経営力強化支援資金実施要領 

 

（目的） 

第１ 国の全国統一制度により、取扱金融機関が認定経営革新等支援機関と連携して中小企業者の事

業計画の策定支援や継続的な経営支援を行い、中小企業者の経営力の強化を図る。 

 

（融資対象者） 

第２ 融資対象者は、取扱金融機関と認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画を策

定し、計画の実行と進捗の報告を行う者とする。 

 

（資金使途） 

第３ 資金使途は、設備資金又は運転資金とする。 

 

（融資限度額） 

第４ 融資限度額は、8,000万円とする。 

 

（融資期間） 

第５ 融資期間は、下表のとおりとする。 

設備資金 １年以上７年以内（据置期間１年以内） 既往借入金を借り換える場合は

10年以内 運転資金 １年以上５年以内（据置期間１年以内） 

 

（貸付方法） 

第６ 貸付方法は、証書貸付とする。 

 

（返済方法） 

第７ 返済方法は、均等分割返済とする。 

 

（融資利率） 

第８ 融資利率は固定とし、下表のとおりとする。 

責任共有制度対象   年1.80%以内 

責任共有制度対象外 

５年以内  年1.50%以内 

７年以内  年1.60%以内 

７年超  年1.70%以内 

 

（保証料率） 

第８ 県補助後の保証料率は、熊本県信用保証協会（以下、「保証協会」という。）の定めるところ

により、融資対象者の財務その他の経営状況に応じて下表から設定する（年率）。 

 (1) 責任共有制度対象の場合 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

1.35% 1.10% 0.90% 0.70% 0.50% 0.50% 0.50% 0.45% 0.45% 

 ※次の①又は②に該当する場合は、それぞれ0.1％を割引いた保証料率を適用する。 

①担保の提供がある場合 

②会計参与を設置していることを登記により確認できる場合 

 

 (2) 責任共有制度対象外の場合 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

1.40% 1.35% 1.10% 0.90% 0.70% 0.70% 0.70% 0.50% 0.50% 

  

（担保） 

第８ 担保は必要に応じて徴求する。 

 



 

 

（保証人） 

第９ 保証人は、原則として法人代表者以外の連帯保証人を不要とする。 

 

（申込先） 

第10 本資金の申込先は、県内各商工会議所、県内各商工会、熊本県中小企業団体中央会及及び取扱

金融機関とする。 

 

（必要書類） 

第11 本資金の申込時に必要な書類は、熊本県中小企業融資制度要項別表３に掲げる提出書類等の他、

「経営力強化保証」申込資格要件等届出書（様式１）、事業計画書（申込人が策定したもの）及

び認定経営革新等支援機関による支援内容を記載した書面（事業計画書に記載されている場合は

不要）とする。 

 

（事業計画書） 

第12 融資申込みの際に提出される事業計画書は、以下の内容を満たすもの又は含むものとする。 

(1) 計画を策定した日の属する事業年度の翌事業年度から３事業年度を最短の期間とし、原則とし

て同５事業年度を最長の期間とする。 

(2) 申込人の経営に係る現況・課題と課題を踏まえた改善策 

(3) 計画期間中の各事業年度の収支計画及び計画終了時の定量目標並びにその達成に向けた具体的

な行動計画 

 

（責務と報告） 

第13 本資金の借入れに当たっては、次の(1)～(4)のとおり取り扱うものとする。 

(1) 中小企業者は、金融機関や認定経営革新等支援機関から経営診断、経営指導を受けるとともに、

金融機関に対して四半期に１回、計画の実行と進捗状況を報告する。 

(2) 金融機関は認定経営革新等支援機関と連携し、中小企業者に対し、計画の策定支援及び経営支

援を行うものとする。（※金融機関自らが認定経営革新等支援機関の場合は、金融機関単独で行

うことも可能。） 

この場合、必要に応じてチャレンジサポート中小企業経営力強化支援事業を実施する商工会議

所及び商工会（商工会連合会を含む）に専門家派遣等の支援を求めることができる。 

(3) 金融機関は、原則として年１回中小企業者の事業年度毎に、保証協会に対し、中小企業者の計

画の実行状況とともに、金融機関、認定経営革新等支援機関の経営支援状況を報告しなければな

らない。 

なお、金融機関が報告しなかった場合は、当該案件に係る代位弁済請求を行う時にその理由を

記載した書面を提出するものとする。 

(4) 金融機関は中小企業者の実行状況を踏まえ、認定経営革新等支援機関と連携し、必要に応じて、

中小企業者に対し、計画の修正に係る指導・助言や追加的な経営支援を行うものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 熊本県中小企業融資制度実施要領は廃止する。 

  



 

 

【チャレンジサポート資金】様式１             （原本保管機関：信用保証協会） 

  年  月  日 

 

「経営力強化保証」申込人資格要件等届出書 
 

              （中小企業者） 住 所 

名 称 

代表者                    

 

私は、別添の事業計画書等に基づき、経営力強化保証の申し込みを行う者であることを届け出いたします。 

別添の事業計画書等は、私自らが策定したものであり、計画の実行及び融資金融機関に対する進捗の報告

（四半期毎）を行うことを確約いたします。 

なお、当該確約を遵守しない場合は、申込時の信用力に対応した信用保証料を支払うことを含め貴信用保証

協会の指示に従います。 

 

【認定経営革新等支援機関】  支援機関名                               

【経営力強化保証の申込内容】 

・ 融資金融機関（支店名）               （      支店 ・ 本店）  

 

・ 申込金額及び資金使途            千円 （ 運転・設備 ）該当に○印 

              （うち既存保証協会保証付融資の借換        千円） 

・ 事業計画書等における申込資金の位置付け  

事業年度  年  月期 借入額        千円の（ 一部・全部 ）該当に○印 

                                                  

【認定経営革新等支援機関使用欄】 

私は、融資金融機関と連携し（融資金融機関と認定経営革新等支援機関が同一の場合には自らが）、以下

に記載の経営支援を行うことを確約いたします。 

 なお、記載した内容について、中小企業庁、金融庁、信用保証協会、全国信用保証協会連合会、日本政策

金融公庫（信用保険部門）に提供されることにつき同意いたします。 

 
経営支援の内容（該当に○印（複数選択可）） 
a 創業支援  b 事業計画策定支援  c 事業承継  d Ｍ＆Ａ  e 生産管理・品質管理  f 情報化戦略 

g 知財戦略  h 販路開拓・マーケティング  i 人材育成  j 人事・労務  k 海外展開  l ＢＣＰ作成支援 

m 物流戦略  n 金融・財務  o その他（具体的に：               ） 

※経営支援の内容の詳細は、別添事業計画書等または別紙参照。 

  年  月  日  

（認定経営革新等支援機関） 住 所 
名 称 
代表者                   印 

                     連絡先     （    ）         
                    担 当 （     ）                         

※ この届出書に事業計画書等を添付して、融資金融機関にご提出ください。（金融機関から信用保証協会に提出されます。） 

※ 複数の金融機関から融資を受ける場合には、融資金融機関名の欄に、融資を受ける金融機関を併記してください。 

※ 複数の認定経営革新等支援機関から支援を受ける場合には、一支援機関について一枚の届出書をご提出ください。 

※ この届出書は申込人資格要件に該当することの届け出であり、融資及び保証の諾否は、融資金融機関及び信用保証協会が審査のうえ決

定します。 


